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北海道 1 1 2 12 1 ― 0 8 0 1 4 0 0 6 0 0 5 1 1 3 1 1 3 1 0 0 0 1 1 0 0 4 0 0 3 0 0 5 0 0 3 0 0 5 0 0 5 0 0 4 0 ○
多重債務対策協議会において相談情報
の共有などを行っている。

・多重債務者の属性（性別、年齢、職業、家族構成など）に関する資料が無いためターゲットを絞った対策がとれない。その
ため各種相談や啓発を行ってもどのくらいの効果を上げているかの検証が困難。（窓口や電話相談にアクセスしてくる人は
「すでに届いている人」であるためその属性を検証してもあまり意味がない。「まだ届いていない人」の属性やボリューム感
を知る必要がある。）国においては信用情報機関などと連携して関連データの分析・公表をお願いしたい。
・多重債務者が減少傾向となってきているため、今後は未然防止としての教育が必要となる。地道な啓発が必要であること
は言うまでもないが、例えば運転免許証で「ゴールド免許」があるように一定知識の認定を受けた場合は、預金利息や借入
利率が優遇されるようなインセンティブを持たせたシステムの導入などもあって良いのではないか。（債権者となる金融機関
側にとっても、貸倒リスクが低い優良顧客の育生につながるのでは）
・若年者に対しては、堅くなりがちな教育現場での知識伝達より、ゲーム感覚で必要な知識習得に結びつくような取組み
（ゲームアプリ開発、ＳＮＳなど）も効果的ではないか。

青森県 1 0 0 10 1 ― 3 8 0 3 10 0 6 5 1 1 5 0 4 3 0 8 2 1 1 3 0 4 4 0 1 4 1 1 3 0 2 0 0 0 3 0 1 2 0 0 0 0 0 1 0 × ― ―

岩手県 1 7 0 0 1 ― 3 15 1 2 8 0 6 9 0 3 11 0 4 9 0 2 7 0 4 13 1 5 12 0 5 11 1 2 9 0 4 15 0 1 11 0 4 21 0 3 7 0 5 5 0 × ― 今後も弁護士会と協力して無料相談会を開催していく予定。

宮城県 1 27 0 0 1 ― 7 20 2 5 27 1 31 27 0 17 25 0 17 33 0 11 26 0 11 29 0 6 28 0 7 34 1 6 19 0 6 22 0 3 15 0 11 12 0 4 6 0 12 12 1 × ―

平成２２年６月に改正貸金業法が完全施行となり，全国的に相談件数は激減している状況である。当県においても，相談
件数は減少している状況である。これらを見ても，国を挙げた多重債務問題対策が相応の成果をあげたものと考えられま
す。しかしながら，多重債務の問題は，県民の生活破綻を招く恐れのある重要な問題であるため，今後も継続的な多重債
務問題対策を講じていく必要があることから，引き続き重点課題の一つとして対応していく必要があると考える。

秋田県 1 12 8 0 1 ― 1 7 0 1 5 0 1 4 0 0 8 0 1 7 0 2 15 0 3 4 0 8 6 0 1 5 0 7 12 0 3 7 0 3 5 0 3 10 0 2 8 0 2 6 0 × ― 引き続き、相談窓口の周知を図っていく必要がある。

山形県 1 11 0 0 1 多重債務者無料相談会（H25年度は県内20箇所で開催） 0 6 0 1 10 0 0 15 0 0 1 0 0 11 0 0 13 0 0 13 0 0 11 0 0 9 0 0 12 0 0 7 0 0 14 0 0 6 0 0 14 0 0 7 0 × ―
テレビCMで大々的に宣伝されている首都圏の法律事務所が主催する無料相談会とのかねあいをどのようにすべきか悩
む。

福島県 1 11 2 0 1 ― 3 29 0 3 22 0 1 23 0 2 27 0 2 11 0 3 24 0 5 25 0 4 24 1 5 26 0 3 24 2 5 21 1 1 16 0 3 23 2 2 27 0 2 10 0 ○
保健福祉部と連携し心の健康相談を実施
している。

茨城県 1 9 0 0 1
公金徴収窓口や各種相談窓口を担当している県及び市町村の担当職員を対象
として，協議会構成員が主催する説明会や研修会において，多重債務問題の
現状や多重債務者を発見した際の適切な誘導について説明を行っている。

3 13 0 4 9 0 2 7 0 2 2 0 3 4 0 5 12 0 3 13 0 2 7 0 5 8 0 1 8 0 5 8 0 3 7 0 0 10 0 0 6 0 1 7 1 × ―
生活費として借り入れたが，失業・疾病で収入減になったなど，相談内容は深刻である。また，家族からの相談で，本人か
ら状況を確認できない場合など，解決に導くことが困難なケースもある。

栃木県 1 9 0 0 1
栃木県金融広報委員会と連携し、高校教員の初任者研修の中で多重債務や消
費生活に関する講座を実施した。また、小学生向けの金銭教育として、お金の
使い方を学ぶ「おこづかいゲーム」をイベントにおいて実施した。

0 4 0 2 7 1 1 5 0 0 7 0 0 4 1 1 8 0 0 7 0 0 5 0 0 5 0 0 10 0 0 6 0 1 7 0 1 1 0 0 5 0 0 5 1 × ―
相談件数が減少し、多重債務問題に一定の改善が見られている状況から、現在の無料相談会のあり方や対策協議会の運
営等を見直す時期にあると考えている。

群馬県 1 9 0 0 2 多重債務者無料法律相談会の実施係る協議など 18 10 0 15 7 0 20 6 0 17 14 0 17 13 1 10 12 1 13 10 1 12 10 0 8 7 0 0 8 0 29 7 0 11 10 0 7 10 0 12 11 0 14 4 0 × ワーキンググループでの意見交換 相談会の幅広い周知方法の検討

埼玉県 1 1 9 0 9 ― 3 4 0 4 4 0 3 5 0 0 1 0 0 3 0 1 4 0 1 6 0 4 1 0 4 3 0 1 3 0 4 2 0 2 3 0 1 2 0 0 4 0 3 2 0 × ― ―

千葉県 1 22 0 0 1

・毎年10月から12月を「多重債務問題対策強化月間」と設定し。平成２５年度は
１１月７日に千葉県多重債務問題対策本部構成員の協力を得て、JR千葉駅頭
で街頭啓発キャンペーンを実施した。
・強化月間以外にも無料相談会を７回実施。（平成２５年度９～１２月）

10 3 0 14 3 0 6 4 0 6 10 0 8 0 0 6 6 0 8 2 0 8 0 0 3 1 0 8 0 0 4 0 0 8 1 1 15 2 0 8 1 0 9 0 0 × ― ―

東京都 1 44 0 8 1 ― 94 37 2 78 38 8 81 31 5 83 35 6 83 32 5 133 85 21 85 45 4 59 49 11 106 38 5 103 51 5 98 54 6 157 141 32 77 38 4 76 48 7 82 26 4 × ― 知的障害者や高齢者の詐欺被害防止のため、取締りの強化及び地域の見守り体制整備の推進が必要。

神奈川県 1 14 0 36 1 ― 21 55 0 23 60 0 10 32 1 12 50 0 15 41 1 6 38 1 11 37 0 15 41 1 10 45 0 13 59 0 13 38 2 10 50 0 8 46 1 8 36 0 14 39 1 ○

・多重債務相談強化キャンペーンでは、多
重債務問題をより認識してもらうため、多
重債務者対策協議会のメンバーに共催・
協力団体として参加してもらい、情報交換
等に努めた。
・さらに、相談関連部署のパンフレット等を
相談者や会場で配布することにより、窓口
の周知を図った。

・平成19年に多重債務問題改善プログラムが決定され、平成22年の改正貸金業法の成果により多重債務者の相談件数は
確実に減少している。そのことから、改善プログラムの評価や見直しが必要と考える。
・今後は、多重債務者の掘り起こしと並行して、多重債務者発生予防のための金融教育の強化を図っていくことが重要であ
ると思われる。
・掘り起こしの一環としての広報については、重点テーマを決めて、例えばヤミ金であれば単にヤミ金融の情報だけでなく、
「融資を申し込んで携帯電話等を何台も契約させられ多重債務に陥っている」というように消費生活相談にマッチした注意
喚起が必要と考えられる。

新潟県 1 8 0 0 3 多重債務者支援機関一覧を5000部作成し、関係機関に配付 1 12 1 6 20 0 1 14 0 1 23 1 1 15 2 0 19 5 4 12 3 1 13 2 1 13 1 1 14 2 0 10 1 2 16 1 0 19 2 1 9 1 2 12 0 ○
相談機関一覧の冊子や相談会チラシを利
用し、連携を容易にとれるようにした。

借金相談だけで終わらない相談者に対して、総合的に相談を受ける体制が必要と考える。

富山県 1 2 0 0 1 ― 7 15 2 5 15 0 4 8 0 4 18 1 7 13 2 13 13 0 10 13 1 3 20 0 7 19 1 3 18 0 6 13 0 7 14 0 3 5 0 7 19 2 4 11 0 × ― ―

石川県 1 6 3 0 1 啓発リーフレットを作成し、多重債務相談窓口等の周知を図っている。 2 13 0 0 4 0 1 7 0 0 12 0 1 7 0 1 3 0 1 5 0 2 6 0 0 7 0 1 6 0 1 3 0 2 4 1 3 3 0 0 4 0 0 3 0 × ― 相談が減少傾向であるため、「多重債務問題改善プログラム」自体を見直す時期が来ているのではないか。

福井県 1 11 0 0 1 ― 0 7 0 1 8 0 0 5 0 0 6 0 0 5 0 1 6 0 1 4 0 0 3 0 0 6 0 1 10 0 2 2 0 0 4 0 1 8 0 0 3 0 0 0 0 × ― ―

山梨県 1 14 0 0 0 ― 1 11 0 1 9 0 1 10 0 0 7 0 1 6 0 2 11 0 0 3 0 0 5 0 1 7 0 0 5 0 0 4 0 1 8 0 1 2 0 2 5 0 1 3 0 × ― ―

長野県 1 15 8 0 1 ― 8 20 2 3 20 5 23 18 3 10 23 2 1 19 2 5 17 2 11 20 4 10 17 1 10 26 6 9 21 0 12 17 1 33 20 0 6 13 1 9 9 3 22 14 0 × ― ―

岐阜県 1 13 0 0 1 ― 3 11 0 1 10 0 4 13 0 2 10 0 0 16 0 1 15 0 0 14 0 3 12 0 3 12 0 1 9 0 1 7 0 1 23 0 2 5 0 2 18 0 1 9 0 × ―
・福祉や税務部局等、他機関とどのように連携していくか
・多重債務問題に対する県としての役割

静岡県 1 16 0 0 0 ― 4 6 0 2 21 0 11 23 0 7 17 0 6 18 0 12 22 0 3 10 0 5 24 0 7 15 0 2 20 0 6 19 0 2 9 0 7 15 0 8 13 0 11 18 0 × ―
・平成２２年６月１８日の改正貸金業法の完全施行以降、多重債務者相談件数が、減少傾向を強め、当時の２割程度に推
移しているため、本県は、広報活動は強化したが、通常の消費生活相談体制で多重債務者相談に取り組むこととした。

愛知県 1 62 0 0 1 ― 33 51 0 31 40 0 18 37 0 24 44 0 29 51 0 21 50 0 36 57 0 22 59 0 13 37 0 21 55 0 13 55 0 19 53 0 23 42 0 21 51 0 3 45 0 × ― ―

三重県 1 7 0 0 1 ― 0 7 0 1 5 1 0 5 0 1 7 0 0 9 0 1 7 0 1 5 0 0 4 0 0 8 1 0 2 0 1 10 0 1 9 0 0 8 0 0 9 0 0 3 1 × ― ―

滋賀県 1 11 0 0 1 ― 4 9 0 0 11 0 3 4 0 1 11 0 1 6 0 5 17 0 3 10 0 0 13 1 2 13 1 1 8 0 2 11 2 0 7 2 3 13 0 7 8 0 0 15 0 × ―

　従来より要望していることであるが、「下半期＋上半期」の集計を、年度集計に変更いただきたい。（昨年のQ&Aでは、多
重債務キャンペーンアンケートの照会時期に合わせているため、とのことであったが、今年度より同アンケートは本調査と
別となっており、集計時期を変えることは問題ないと思われる。）
　また、多重債務件数が減少しているなか、本調査や多重債務対策のあり方自体に見直しが必要。（これについても、従来
より多くの自治体から要望があがっているところ。）
　Q6については関係団体別に、細分化された連携方法を回答することについては、負担が大きいとの声が県下市町からも
あがっているため、照会項目の簡素化を図られたい。

京都府 1 13 0 0 1 ― 5 24 0 6 33 1 3 22 0 4 25 0 3 26 1 8 23 0 12 13 0 3 17 0 3 19 1 8 16 0 8 19 0 5 16 1 9 16 1 10 9 1 4 20 0 × ― ―

大阪府 1 3 1 0 0 ― 7 93 2 10 74 2 9 72 1 11 76 2 9 74 2 12 96 0 11 118 0 11 111 1 4 64 0 7 94 0 6 101 8 13 141 4 7 98 5 2 66 1 1 63 0 × ― ―

兵庫県 1 35 17 0 0 ― 4 18 1 3 15 0 5 11 0 7 3 0 3 11 0 2 5 2 4 13 0 3 10 0 4 9 0 3 11 0 2 6 0 1 12 0 3 13 0 2 7 0 9 12 0 × ― ―

奈良県 1 15 1 0 0 ― 3 6 1 0 6 1 0 3 2 1 5 0 0 6 0 1 4 1 0 7 0 1 9 0 4 7 2 1 8 0 1 3 0 2 11 0 0 4 0 0 3 1 0 3 0 × ― ―

和歌山県 1 0 5 6 0 ― 4 4 0 0 7 0 0 2 0 0 5 0 1 5 0 0 7 0 2 4 0 0 4 0 0 4 0 0 1 0 0 4 0 3 3 0 2 6 0 1 3 0 2 6 0 × ― ―

鳥取県 1 0 0 5 1 ― 8 13 0 5 5 0 6 16 0 5 10 0 6 9 0 2 9 0 7 9 0 4 19 0 5 8 0 2 13 0 7 11 1 6 7 0 2 14 0 5 15 1 2 19 0 × ― ―

島根県 1 9 0 0 1 ― 1 8 0 2 9 0 0 7 0 2 4 0 1 6 0 1 8 0 3 5 0 0 6 0 0 3 0 0 4 0 1 2 0 3 4 1 3 11 0 1 7 1 1 7 0 × ― ―

岡山県 1 20 5 0 1 ― 3 9 0 0 5 1 2 9 0 2 9 0 0 6 0 0 13 1 3 8 1 4 4 0 3 12 1 3 8 1 1 14 1 4 12 1 0 15 0 3 8 0 1 12 0 ○
多重債務者対策協議会構成団体となるこ
とにより連携体制を構築

各部局のさらなる連携により、表に出てこない多重債務者を法律相談会等へ誘導することが必要。

広島県 1 7 0 0 1 ― 0 4 0 2 2 0 0 0 0 1 4 0 0 4 0 3 3 0 1 5 0 1 13 0 1 6 1 2 5 0 0 6 1 2 9 0 1 10 0 3 5 0 2 3 0 × ― ―

山口県 1 9 2 0 0 ― 3 7 0 0 5 0 0 4 0 2 2 0 1 6 0 1 5 0 4 5 0 2 6 0 1 6 0 3 7 0 0 8 0 1 2 0 0 2 0 1 8 0 1 2 0 × ―
　市町における消費生活相談体制の充実に伴い、相談を中心とした多重債務者対策については市町が主導し、都道府県
は広域調整役として市町間の調整等を行うという役割分担に移行しつつあると思われるので、国におかれては、このことを
踏まえた対応をお願いしたい。

徳島県 1 0 0 10 1 ― 2 2 0 1 4 0 0 6 0 0 6 0 0 7 0 1 5 0 1 5 0 0 3 0 0 2 0 1 1 0 1 3 0 1 5 0 1 4 0 0 4 0 0 5 0 ○
弁護士会や法テラス等協議会メンバーが
取組内容の紹介を含め、情報共有しなが
ら連携を密に協力している。

・短期的には、関係機関と連携しながら消費生活相談の中できめ細かな対応により救済に努めていく。
・長期的には、幼少期からの消費者教育が最も重要であることから、金融広報アドバイザーによる子供向け出前講座（主に
金銭教育）の充実を図っており、参加者は平成２５年度の１５１人から平成２６年度は４８３人に増加している。また、教育委
員会においても、消費者教育への取組を強化しており、全体として、多重債務に陥らない教育が広がってきた。

香川県 1 1 0 0 1 各関係部署との情報交換と相談状況の報告確認 3 2 0 0 2 0 1 1 2 1 2 0 2 2 0 1 7 0 0 6 1 1 4 0 2 1 0 0 4 0 2 5 0 3 5 0 2 2 0 1 5 0 2 4 0 × ―
多重債務者無料相談会について、県弁護士会や県司法書士会、法テラスが独自で実施している中、県が実施する意義が
薄れてきている。

愛媛県 1 8 2 0 1 ― 3 12 0 0 9 0 1 12 0 2 8 0 1 10 0 1 17 0 1 3 0 3 8 0 4 4 0 1 5 0 3 11 0 4 15 0 3 8 0 2 8 0 3 2 0 × ― ―

高知県 1 8 0 0 1
多重債務者対策協議会の構成員である弁護士会及び司法書士会の協力を得
て、教員及び大学生に対する出前講座の実施

7 8 0 4 7 0 1 8 0 6 10 0 6 10 0 0 3 0 8 8 0 3 8 0 3 5 0 3 7 0 3 5 0 7 8 0 3 2 0 1 7 0 0 3 0 × ― ―

福岡県 1 13 0 0 1
通年、「ヤミ金融事犯の情報提供シート」による県警、県貸金業所管課へのヤミ
金情報の提供

2 29 2 4 24 0 1 19 2 0 28 2 0 31 0 2 32 0 1 20 1 2 26 0 3 20 0 0 23 0 0 25 0 2 26 0 1 20 1 3 24 0 0 20 1 × ― ―

佐賀県 1 0 0 10 1
弁護士・司法書士や福祉・教育関係部署、警察などの構成メンバーによる連携
や情報交換

2 9 0 3 8 0 4 9 0 2 6 0 3 7 0 2 11 0 4 8 0 3 5 0 1 7 0 2 9 0 1 7 0 3 10 0 3 7 0 0 4 0 1 11 0 × ― ―

長崎県 1 6 0 0 1
多重債務者相談強化キャンペーンで実施する無料電話相談の受付時間につい
て検討する必要がある。

2 11 0 1 9 0 0 8 0 1 9 0 1 4 0 4 8 0 3 8 0 2 12 1 1 5 0 1 7 0 1 7 0 5 6 0 2 10 0 1 7 0 - - - × ―
貸金業法の改正で総量規制が設けられたことにより、登録貸金業者から借り入れることができないものが、ヤミ金を利用す
ることが考えられる。このため、統計に出ない多重債務者が多数存在すると思われるため、その掘り起しが必要となってい
る。

熊本県 1 11 0 0 1 ― 4 43 0 0 28 0 0 36 0 5 47 0 3 67 0 4 37 0 3 39 0 2 41 0 2 28 0 3 33 0 2 25 0 2 32 0 1 27 0 2 24 0 1 8 0 ○
県・市町村の庁内連携支援（徴収部門等
行政職員多重債務問題対策研修会及び
市町村担当職員研修会の実施）

―

大分県 1 5 0 1 1 ― 1 10 0 1 7 0 1 11 0 0 14 0 1 10 2 1 14 0 3 18 0 1 11 0 2 8 1 0 17 1 1 11 0 2 8 0 0 11 0 3 7 0 0 2 0 × ―
潜在的な多重債務者の掘り起こしを行うため、生活困窮者自立支援事業を実施する福祉保健部署と、これまで以上に連携
を図ることが今後は重要である。

宮崎県 1 12 0 0 1 ― 4 18 0 4 22 1 3 15 1 3 20 1 11 16 0 10 24 0 10 16 1 4 27 1 8 13 1 1 15 0 2 17 0 7 22 2 10 14 3 4 20 0 3 5 0 ○
昨年度まで、単独で多重債務相談会を実
施していたが、今年度は福祉の相談会と
合同で開催した。

―

鹿児島県 1 13 0 0 2
ヤミ金融はり紙撤去活動，・多重債務相談窓口の啓発活動（チラシ・グッズの街
頭配布）

1 8 0 0 10 0 0 9 0 3 8 0 2 11 0 0 6 0 1 10 0 0 9 0 2 13 2 0 11 2 1 7 0 4 12 2 1 6 0 2 6 1 1 7 0 ○
医師会に依頼し，医療機関の窓口に，多
重債務相談窓口周知のリーフレットを備置
きしてもらった。

法改正により，多重債務相談は減少していると思われるが，ヤミ金融に関する相談は一定程度あるなど，引き続き相談窓
口の周知や啓発は重要である。

沖縄県 1 0 2 16 1

・生活困窮者対策実施団体との無料法律相談会での連携
・啓発チラシ等の街頭配布
・ヤミ金融のはり紙除却
・沖縄県金融広報委員会主催の金融経済講演会の共催協力

4 23 0 7 31 1 5 15 0 4 23 0 3 21 0 7 26 0 3 17 1 4 14 0 5 15 1 3 21 1 5 13 0 7 21 2 3 22 0 3 16 0 5 15 0 ○
福祉関係部署とは、会議への参加を呼び
かけるなど、積極的に情報交換等を行うよ
うにしている。

相談者の一部に債務整理を安易に繰り返す者が未だ散見される。根本的な解決を図るためには、債務整理だけでなく、福
祉や就労支援との連携強化、債務整理後の生活設計（家計管理）等のカウンセリングの必要生があると感じている。また多
重債務に陥る前に家計管理を身につけるなど未然防止策も同時に講じる必要があると感じている。

―

市町村相談窓口担当者への研修，・市町村における見守りを担っている
方への周知・広報

家計管理等の消費者教育の充実と福祉・就労など生活困窮者対策事業
との連携

―

―

―

―

―

―

―

―

・Ｈ23年度までは、多重債務者対策協議会の主催により、無料法律相談
会を実施してきた。
・多重債務問題が落ち着いてきたこと、また、市町の消費生活相談体制
が充実してきたことに伴い、Ｈ24年度においては、市町が主体となり相談
会を実施し、協議会は専門家の派遣調整を担ったところ。
・Ｈ25年度からは、法律相談に加え、家計相談を実施するため、ＦＰ（協議
会メンバー外）の協力を仰いだことから、協議会ではなく、県が専門家の
派遣に係る事前調整を行った。

―

―

―

―

―

―

―

―

―

他機関でも同様の会議を実施しているため、今後、整理が必要。

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

多重債務に陥らないための消費者教育

―

―

―

―

・多重債務者相談強化キャンペーンにおける特別相談会の実施にあたっ
ては、協議会構成員の協力を得ているところだが、広報やワンストップ相
談等の更なる協力を要請していく。
・情報共有・情報交換を目的に、市町村担当者を対象とした「多重債務相
談担当者連絡会」を開催しているが、多重債務者問題の認識や適切な
窓口の紹介、誘導等を行うことが必要であることから、協議会構成員の
関連部署の担当職員等まで拡大するのも一法と考える。
・多重債務問題は重要であると認識しているが、一方では多重債務者の
相談件数は確実に減少していることから、特段に議題等がない場合は協
議会を開催せずに参考資料送付に留めることも検討される。

―

―

テレビCMで宣伝される無料相談会開催との調整

―

Ｑ5

課題の把握や対応策について，活発な意見交換が行われるよう，協議
会の運営方法を検討する必要がある。

【多重債務相談窓口アンケート回答（都道府県）】

Ｑ2

都道府県名

ＩＴやＳＮＳを活用した効果的な啓発や情報提供方法の検討、関係機関の
窓口ツールの検討

―

生活困窮者対策との連携が必要


